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自衛隊機の墜落事故を忘れない市民のつどい２０２５ 
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「抑止力強化」の名の下で急
速に進むアメリカとの軍事的
一体化。懸念される中国と
のミサイル・核軍拡競争。そ
の先にどんな未来が待って
いるのか――。考え得る「最
悪のシナリオ」を明らかにす
るとともに、戦争回避のため
の外交ビジョンも提示する。 

 

２０２４年９月刊行  

 

 

講談社新書 

定価９８０円（税別） 
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存立危機事態とは 

 

 

 

 

 

◆従来、日本が武力行使できるのは武力攻撃事態に
おける個別的自衛権の行使だけだったが、２０１５年成
立の安保法制で存立危機事態における「限定的な集団
的自衛権の行使」も可能に。 
 

◆存立危機事態＝「わが国と密接な関係にある他国に
対する武力攻撃が発生し、これによりわが国の存立が
脅かされ、国民の生命、自由及び幸福追求の権利が
根底から覆される明白な危険がある事態」 
 

◆他国の防衛それ自体を目的とするフルスペックの集
団的自衛権の行使は不可。 
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中国は猛反発 

◆中国の立場＝「中国は一つで、台湾は中国の一地
域」（「一つの中国」原則）。両岸の統一は「中国共産党
の歴史的任務」。 
 

◆日本は１９７２年に中国と国交を 

樹立。その際、台湾に関する中国 

政府の立場を「十分理解し、尊重」 
すると約束（日中共同声明）。 
 

◆習近平主席 

「台湾独立の分裂行為と外部勢力 

の干渉に断固反対し、国家の主権 

と完全な領土を断固として守る」  
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日米同盟と台湾有事 
 

 

 

 

 

◆２０２１年３月、インド太平洋軍司令官が米議会で「（中
国の台湾侵攻が）今後６年以内に現実となる可能性が
ある」と発言。 
 

◆２０２１年４月、日米首脳会談で約半世紀ぶりに「台湾
海峡の平和と安定の重要性」が共同声明に明記される。 
 

◆２０２１年７月、麻生太郎副総理兼財務相が「台湾で
大きな問題が起きれば存立危機事態に関係しても全く
おかしくない。そうなると日米で一緒に台湾の防衛をや
らないといけない」と発言。 
 

◆２０２１年秋、米インド太平洋軍司令部と自衛隊統合
幕僚監部が台湾有事を想定した共同作戦計画の原案
を策定（「共同通信」報道）。 
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台湾有事の共同作戦計画策定 
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米軍の最新鋭ミサイルが石垣島に展開 
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米軍の台湾有事構想 

 

 

 

 

 

台湾有事の際、第１列島線上の島々に対艦・対空ミサイ
ルを並べて「ミサイルのバリア（防壁）」で中国軍の侵攻
を阻止する構想。これに自衛隊を引き込もうとしている。 
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攻撃を受けることを前提とした訓練 
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不安を募らせる南西諸島の住民 
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石垣島川原地区の具志堅正さん（パイン農家） 
 

「もし戦争が起きたら巻き添えを食うのは明らかです。
基地は真っ先に狙われます。最近は台湾有事の話が
よく出てくるようになって怖いですよ。自分たちは『捨て
石』にされるんじゃないか、って」 
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先島諸島からの「住民避難」計画 

 

 

 

 

 

「武力攻撃予測事態」の段階で先島諸島の１２万人を
九州各県・山口県に避難させる計画。 
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長射程ミサイルを全国に配備 
 

 

 

 

 

２０２２年閣議決定の安保３文書で敵基地攻撃能力の保
有を解禁。長射程ミサイルを全国各地に配備する計画。 
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米陸軍も長射程ミサイルを日本へ 

 

 

 

 

 

９月の日米共同訓練で、米陸軍の新型長射程ミサイル
システム「タイフォン」が初めて日本に持ち込まれた。 
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ミサイルを貯蔵する火薬庫も増設 
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ミサイル攻撃（大量破壊兵器を含む）を受けても継戦
できるように全国の自衛隊施設を強靭化する。 
 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

➡国民はどうなるのか？ 
➡           
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全国の自衛隊施設の「強靭化」へ 
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ミサイルから「避難」できるのか？ 
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核兵器の分野でも軍事一体化 

２０２４年１２月２７日、日米両政府は「拡大抑止に関す
るガイドライン」を初めて策定。米国が核兵器を使用す
る際、日本政府と協議する手続を定めた（読売報道）。 
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核攻撃という「最悪の代償」も 

◆中国が台湾の金門島などを砲撃した１９５８年の「第
２次台湾海峡危機」で、米軍トップの統合参謀本部議長
は「中国の飛行場と砲台を小型核爆弾で攻撃する必要
がある。国防総省のすべての研究結果は、これが（中
国に勝つ）唯一の方法であることを示している」と発言。
米軍は、沖縄から発進した戦闘機が核爆弾を投下する
計画を策定。 
 

◆米国が中国を核攻撃した場合、ソ連が参戦し、沖縄
に対して核攻撃を行う可能性が高いと分析。統合参謀
本部議長は「台湾防衛を米国の国家政策とするならば、
（沖縄に対する核攻撃という）結果は受け入れなければ
ならない」と発言。 
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中国の台湾侵攻を日米で抑止？ 

 

 

 

 

 

◆麻生太郎元首相・自民党副総裁、２０２３年８月 
 

「最も大事なことは、台湾海峡を含むこの地域で戦争を
起こさせないことだ。日本、台湾、米国をはじめとした有
志の国に、非常に強い抑止力を機能させる覚悟が求め
られている。戦う覚悟だ。お金をかけて防衛力を持って
いるだけではダメだ。いざとなったら台湾防衛のために
使う明確な意思を相手に伝えることが抑止力になる」 
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「台湾有事抑止論」の誤り 

 

 

 

 

 

◆そもそも、日本も米国も中国と国交を樹立した際、台
湾と断交し、台湾は中国の一部とする中国政府の主張
（「一つの中国」原則）を尊重すると約束している。 

「中華人民共和国政府と台湾との対立の問題は基本
的には中国の国内問題と考える」（１９７２年１１月８日、
大平外相答弁） 
 

➡軍事介入の国際法上の根拠なし 
 

◆米国や日本が台湾問題への関与を強めれば強める
ほど中国も対抗を強め、緊張が激化する。 
 

➡結果的に軍事衝突のリスクを高める逆効果に 

（「安全保障のジレンマ」に陥る） 
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台湾有事の実際の脅威は？ 

◆中国が武力行使のレッドラインとしているのは「台湾
独立」。しかし、台湾が望んでいるのは「現状維持」。 
 

◆中国が台湾に対する軍事的威圧を強めているのは、
米国と台湾の民進党政権をけん制するため（対中融和
の国民党政権に戻したい思惑）。 
 

◆オースティン国防長官（２０２３年１月）、台湾に対す
る中国の軍事的威嚇について、「それが侵攻が差し
迫っていることを意味するかについてはかなり疑問視し
ている」と発言。 
 

◆台湾の昨年１０月公表の世論調査（国防安全研究
院）でも、６割が今後５年で中国の侵攻を受ける可能性
は「低い・非常に低い」と回答。 
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「武力統一」は軍事的にも困難 

 

 

 

 

 

◆デニス・ブレア元米国家情報長官 
 

〈中国による台湾侵攻について「（中国にとって）リスクが
高すぎる」と語り、近く発生する可能性は低いとの見方
を示した。ブレア氏は、ロシアのウクライナ侵攻と比較し、
地理的にも経済的にも台湾侵攻は困難だと分析。侵攻
に失敗した場合、「共産党の国内の政治的なコントロー
ルを揺るがす危険がある」と述べた〉 
 

◆磯部晃一・元陸将／統合幕僚副長 
 

「（中国軍が）数波にわたり、台湾海峡を往復している合
間に、台湾軍の反撃を受けて、着上陸部隊は各個に撃
破される可能性が高い」 
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「抑止」を掲げ台湾への関与を強める米国 

 

 

 

 

 

・２０１８年３月に、これまで自制してきた政府高官の相
互訪問を解禁する「台湾旅行法」を制定。 
 

・２０１９年から米軍艦船による台湾海峡航行が急増。 
 

・２０２０年３月、「TAIPEI法」を制定。台湾の国際機関へ
の加盟やオブザーバー参加の支援など。 
 

・第１次トランプ政権の４年間で計１１回（総額約１８０億
ドル）の武器売却を実施。 
 

・２０２１年１０月、バイデン大統領が「台湾防衛」を明言。 
 

・２０２２年８月、ペロシ下院議長が台湾を訪問し、蔡英
文総統と会談。 

➡中国は過去最大規模の軍事演習で対抗。 
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なぜ米国は台湾への関与を強めるのか 

 

 

 

 

 

◆エルブリッジ・コルビー国防次官（政策担当） 
 

「台湾が我々にとって重要な理由は、台湾そのものに
（米国の）重大な権益があるからではなく、中国とアジ
アが重要だからです」 
 

「アメリカは、中国が地域覇権を実現させることを望ん
でいません。中国が世界のGDPの半分かそれ以上を

支配したら、それはアメリカの核心的利益を損なうこと
になるからです」  
 

➡世界のGDPの半分以上を占めると予想されている

アジアでの覇権を中国に奪取されないように、同盟国
と共に中国に対抗する戦略。それを正当化するために
「台湾防衛」を口実に使っている。      



◆２０２２年９月２６日、国連総会での 

インドネシア・ルトノ外相の演説 
 

 

「このままでは第二次世界大戦と同じ破滅への道に向
かうでしょう。インドネシアは新しいパラダイムに基づく世
界秩序を提案したい。ゼロサムではなくウィンウィン、競
争ではなく協力、封じ込めではなく関与のパラダイムで
す。今こそ平和の精神を再燃させる必要があります。対
話と協力の習慣は、戦略的信頼を育みます。ASEANは

まさにこの目的のために建設されました。私たちは、新
たな冷戦の駒になることを拒否します。代わりに、すべ
ての国との対話と協力のパラダイムを積極的に推進し
ています」 

28 

「破滅への道」の回避を 
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米中対立の克服をめざすASEAN 
 

 

 

 

 

◆２０１９年、米中対立の克服をめざし「ＡＳＥＡＮ独自の
インド太平洋構想」（AOIP）を採択。 
「対抗ではなく対話と協力のインド太平洋を目指す」。 
そのためにASEANは「誠実な仲介者」であり続ける。 
 

◆ASEAN地域フォーラムや東アジア首脳会議などの国
際会議を主催し、対話の機会をつくっている。 
 

 



ASEANの戦争予防外交 
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覇権なき共存共栄の世界は実現可能 

 

 

 

 

 

現在、大国の力は相対的に低下し、グローバルサウス
の存在感が増して大国もその声を無視できなくなってい
る。ASEANが掲げる、覇権なき共存共栄の世界を実現

する可能性が生まれている。日本が米国追随を止めて
この流れに加われば、その可能性は一層高まる！ 



32 

米国の「２枚舌」 
 

 

 

 

 

◆日本へは中国の脅威を強調して防衛費の増額などを
要求する米国だが、自らは中国とうまくやろうとしている。 
➡経済的に深い相互依存関係にあるため、過度な対立
や戦争は利益にならないと理解している。 
 

◆中国の習近平主席との首脳会談を終えたトランプ大
統領は、米メディアのインタビューの中で、「中国を叩き
のめすのではなく、むしろ協力することによって、米国は
より大きく、より良く、より強くなれると思う」と発言。 
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台湾有事に関する国民世論 

 

 

 

 

 

【日本世論調査会が２０２４年８月に発表した世論調査】 
 

台湾有事に日本はどう臨むか― 
 

●米国との集団的自衛権を発動し、日本も武力行使に
加わる・・・９％ 
 

●米軍に対して補給や輸送といった後方支援をする 

・・・３３％ 
 

●外交努力や経済制裁など非軍事の手段で対応す
る・・・５４％  
 

今後の自衛隊の在り方 
 

●専守防衛を厳守・・・６８％ 
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暮らしと基本的人権を守るためにも 

 

 

 

 

 

◆高市政権は、安保関連予算をGDP比２％水準よりも更
に増やす方針。NATO並み３．５％水準か。そうなれば増
税や社会保障の切り捨てなど国民負担の増大は避けられ
ない。戦争にならなくても、国民の暮らしが破壊される可能
性大。 
 

◆「戦争ができる国づくり」は、個人の人権よりも軍事（国
家安全保障）を優先させる。 

➡スパイ防止法は「現代の治安維持法」 
 

◆自民党と維新の改憲策動（９条と緊急事態条項）の阻止
を！ 
 



与那国町長選 
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講演録について 

• この講演録は2025年11月16日（日）、飯能市
市民活動センターで開催された「自衛隊機の
墜落事故を忘れない市民のつどい２０２５」 
（主催：自衛隊機の墜落事故を風化させない
５市連集会実行委員会）において実施された
布施祐仁氏講演会のスライドである。 
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